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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により厳しい状況が続いているが、持ち直しの動

きがみられる。生産活動は下げ止まりつつある。需要面をみると、個人消費は、一部に弱さ

が残るものの、持ち直しの動きがみられる。住宅投資は、下げ止まりの動きがみられる。設

備投資は、減少している。公共投資は、高水準で推移している。輸出は、下げ止まってい

る。観光は、来道者数に持ち直しの動きがみられるものの、外国人入国者数が前年を大幅に

下回り厳しい状況が続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率が９か月連続で前年を下回り、弱さがみられる。企業倒産は、

６か月ぶりに負債総額が前年を上回った。消費者物価は、６か月連続で前年を下回った。
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１．景気の現状判断DI～６か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１０月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を７．１ポイン

ト上回る５６．４と６か月連続で上昇した。横ば

いを示す５０を２０か月ぶりに上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を３．０ポイント下回る４７．１となった。横ばい

を示す５０は２か月ぶりに下回った。

９月の鉱工業生産指数は７７．８（季節調整済

指数、前月比＋１．２％）と３か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では▲１５．２％と１２か

月連続で低下した。

業種別では、電気機械工業など７業種が前

月比上昇となった。食料品工業など８業種が

前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号
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百貨店 スーパー コンビニエンスストア
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３．百貨店等販売額～１２か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車

千台 ％
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４．乗用車新車登録台数～１２か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者数～２か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

９月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲９．５％）は、１２か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲３１．２％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同▲３．８％）

は、衣料品、身の回り品、その他が前年を下

回った。

コンビニエンスストア（前年比＋０．８％）

は、７か月ぶりに前年を上回った。

９月の乗用車新車登録台数は、１５，４３９台

（前年比▲１７．０％）と１２か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲１９．９％）、

小型車（同▲１９．５％）、軽乗用車（同▲１１．８％）

となった。

４～９月累計では、７３，７０５台（前年比

▲２２．５％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲２７．４％）、小型車（同▲２０．５％）、

軽乗用車（同▲１９．５％）となった。

９月の札幌ドームへの来場者数は、９０千人

（前年比▲７３．７％）と前年を下回った。前月

比では、９月１９日よりプロ野球での入場制限

が収容人数の５０％に緩和され、プロ野球の来

場者数は増加したが、プロサッカー、その他

の来場者数が減少し、総数は減少した。来場

者内訳は、プロ野球７２千人（同▲７２．８％）、

サッカー７千人（同全増）、その他が１１千人

（同▲８６．２％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～２か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

９月の住宅着工戸数は２，７５３戸（前年比

＋０．５％）と２か月連続で前年を上回った。

利用関係別では、持家（同＋０．２％）、貸家

（同▲４．２％）、給与（同＋３５．５％）、分譲（同

＋２１．２％）となった。

４～９月累計では１８，２８５戸（前年比

▲６．３％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲１０．９％）、貸家（同▲４．５％）、

給与（同▲１８．２％）、分譲（同▲０．３％）と

なった。

９月の民間非居住用建築物着工面積は、

１０８，２５２㎡（前年比▲２７．１％）と２か月連続

で前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲４１．８％）、非製造業（同▲２５．２％）であっ

た。

４～９月累計では、１，２６１，１００㎡（前年比

＋１２．１％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲６．３％）、非製造業（同

＋１４．３％）となった。

１０月の公共工事請負金額は４３３億円（前年

比▲２０．５％）と２か月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、その他（同＋１．５％）が前

年を上回った。国（同▲１４．５％）、独立行政

法人（同▲３８．６％）、道（同▲１３．２％）、市町

村（同▲３１．５％）、地方公社（同皆減）が前

年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）

千人 ％
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９．来道者数～８か月連続で減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１２か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が１４か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

９月の国内輸送機関利用による来道者数

は、５８７千人（前年比▲５６．３％）と８か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲５９．４％）、JR（同▲５４．６％）、フェ

リー（同▲１７．７％）となった。

４～９月累計では、２，０７９千人（同

▲７２．７％）と前年を下回っている。

前月比では、GoToキャンペーンなどの政

策もあり、４か月連続で持ち直しの動きがみ

られた。

９月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、４人（前年比▲１００．０％）と１２か月連続

で前年を下回った。

９月の貿易額は、輸出が前年比▲２２．１％の

１６１億円、輸入が同▲２５．９％の５６５億円だっ

た。

輸出は、鉄鋼、自動車の部分品、電気機器

などが減少した。

輸入は、原油・粗油、石炭、米などが減少

した。

輸出は、４～９月累計では９６９億円（前年

比▲３６．１％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号

ｏ．２９３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2020.11.17 14.29.26  Page 4 



有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が９か月連続で前年を下回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は６か月ぶりに前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～６か月連続で前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９５倍（前年比▲０．３１ポイント）と９か

月連続で前年を下回った。

新規求人数は、前年比▲１３．９％と９か月連

続で前年を下回った。業種別では、医療・福

祉（同▲１３．８％）、卸売業・小売業（同

▲３０．２％）、宿泊業・飲食サービス業（同

▲２３．２％）、サービス業（同▲１２．４％）など

が前年を下回った。

１０月の企業倒産は、件数が１３件（前年比

＋８．３％）、負債総額が３１億円（同＋３４．５％）

だった。負債総額は６か月ぶりに前年を上

回った。

業種別ではサービス・他が７件、建設業、

製造業、卸売業、小売業、金融・保険業、運

輸業が各１件となった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は４件

であった。

９月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．２（前月比＋０．０％）となっ

た。前年比は▲０．８％と、６か月連続で前年

を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、９月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（９月１０日）時点で前月比、灯

油価格は値上がりし、ガソリン価格は変動し

なかった。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号

ｏ．２９３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2020.11.19 16.53.03  Page 5 



１．雇用の現状〈図１〉

雇用人員判断DI（△３９、「過剰企業の

割合」－「不足企業の割合」）は前年同

期比２７ポイント上昇した。鉄鋼・金属製

品・機械製造業以外の全業種で前年を上

回っており、人手不足感は急速に緩和し

てきている。

２．今後の雇用方針と来春（２０２１
年４月）の新卒採用見通し

（１）今後の雇用方針〈図２〉

雇用方針DI（＋３９、「増員する企業の

割合」－「減員する企業の割合」）は前

年同期比２２ポイント低下した。製造業

（＋３０）は前年比１６ポイント低下。非製

造業（＋４２）は前年比２５ポイント低下と

なった。

（２）来春（２０２１年４月）の新卒採用見

通し〈図３〉

「採用する」（４０％）が前年同期比△３

ポイントの微減となった。

３．新型コロナウイルスの雇用へ
の影響と対策〈表８〉〈図４〉

「過不足感に変化あり」が４１％（「過

剰となった」：２６％、「不足となった」：

１４％）であった。業種別にみると、ホテ

ル・旅館業（９５％）、食料品製造業

（６０％）などが上位となった。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収

調査内容
雇用の現状と今後の雇用方針等について

回答期間
２０２０年８月下旬～９月中旬

本文中の略称
（Ａ）雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
（Ｂ）雇用方針DI
「増員する企業の割合」－「減員する企業の割合」
（Ｃ）ｎ（number)
有効回答数

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ３９３ １００．０％
札幌市 １５４ ３９．２ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８１ ２０．６
道 南 ３５ ８．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６１ １５．５ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６２ １５．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業数 回答企業数 回答率
全 産 業 ６８５ ３９３ ５７．４％
製 造 業 １９３ １０７ ５５．４
食 料 品 ６８ ３２ ４７．１
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２２ ７１．０
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３４ ５７．６
そ の 他 の 製 造 業 ３５ １９ ５４．３
非 製 造 業 ４９２ ２８６ ５８．１
建 設 業 １３９ ７９ ５６．８
卸 売 業 １０１ ６７ ６６．３
小 売 業 ８７ ４６ ５２．９
運 輸 業 ５１ ２７ ５２．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２１ ６０．０
その他の非製造業 ７９ ４６ ５８．２

特別調査

人手不足感が急速に緩和
道内企業の雇用の現状と今後の雇用方針等について

＜要約＞

調 査 要 項
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〈図１〉従業員の過不足感（雇用人員判断DI）

７～９月特別調査

〈図２〉今後の雇用方針（雇用方針DI）

７～９月特別調査

〈図３〉来春の新卒採用見通しのある企業の割合

７～９月特別調査（来年４月見通し）
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（項 目） 要 点

�業種別の過不足感〈表１〉 鉄鋼・金属製品・機械製造業以外の全業種で前年を上回る。建設業（△７９）では
引き続き不足感が強い。一方、ホテル・旅館業（＋１９）ではDIがプラスとなった。

�職種別の過不足感〈表２〉 全職種で前年を上回るが、技能職（△５０）は引き続き不足感が強い。

�地域別の過不足感〈表３〉 全地域で前年を上回る。道東（△５５）の水準が比較的高い。

（n＝３９０） （単位：％）

札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東

１８ １１ １１ １５ ８

（１） （－） （３） （２） （－）

（１６） （１１） （９） （１３） （８）

３４ ３６ ４０ ２７ ２９

４９ ５３ ４９ ５８ ６３

（４１） （４７） （４３） （４８） （５６）

（８） （６） （６） （１０） （６）

△３１ △４２ △３７ △４３ △５５

△６２ △６０ △６７ △７３ △７８

（n＝３７５） （単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技能職 その他

� 過 剰 １０ ９ ９ １１

（かなり過剰） （－） （１） （１） （－）

（やや過剰） （１０） （８） （９） （１１）

� 適正である ８０ ５６ ３２ ７０

� 不 足 １０ ３６ ５９ ２０

（やや不足） （１０） （３１） （４５） （１７）

（かなり不足） （－） （４） （１４） （２）

雇用人員判断DI�－� ０ △２７ △５０ △９

前年同時期 雇用人員判断DI △１２ △４４ △６５ △３１

１．雇用の現状

〈表３〉地域別の過不足感
（雇用人員判断DI）〈表２〉職種別の過不足感（雇用人員判断DI）

※四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

（n＝３９０） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 過 剰 １４ １７ ２２ １８ ６ ２６ １３ ５ １２ １３ １２ ４８ １１

（か な り 過 剰） （１）（１）（３）（－）（－）（－）（１）（－）（１）（２）（－）（５）（－）

（や や 過 剰） （１３）（１６）（１９）（１８）（６）（２６）（１２）（５）（１０）（１１）（１２）（４３）（１１）

� 適 正 で あ る ３３ ４１ ５０ ５５ ２６ ３７ ３０ １０ ４２ ３９ ３１ ２４ ３８

� 不 足 ５３ ４２ ２８ ２７ ６８ ３７ ５８ ８５ ４６ ４８ ５８ ２９ ５１

（や や 不 足） （４６）（３７）（２２）（１８）（６５）（３７）（４９）（６８）（４２）（４３）（４２）（２９）（４７）

（か な り 不 足） （７）（５）（６）（９）（３）（－）（８）（１７）（４）（４）（１５）（－）（４）

雇用人員判断DI�－� △３９ △２５ △６ △９ △６２ △１１ △４５ △７９ △３４ △３５ △４６ １９ △４０

前年同時期 雇用人員判断DI △６６ △５１ △５５ △５８ △５４ △３０ △７２ △８４ △５９ △５３ △９０ △９３ △７０

〈表１〉業種別の過不足感（雇用人員判断DI）

特別調査
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（項 目） 要 点

�今後の雇用方針〈表４〉 全産業（＋３９）で前年同期比２２ポイント低下。ホテル・旅館業はDIがマイ
ナス圏に低下。一方、建設業（＋７０）では「人員を増加する」が７割以上。

�増員の雇用形態と理由
〈表５〉＜表６〉

雇用形態は、「正社員」が９７％であった。「パート・アルバイト」は１８％と前年同期に比べ
１０ポイント低下した。増員理由は、「将来の人手不足への備え」が８２％と高水準であった。

�来春の新卒採用見通し
〈図３〉＜表７〉

「採用する」（４０％）が前年同期比３ポイント低下。ホテル・旅館業
（２９％）で２５ポイントの大幅な低下となった。

（n＝１７８） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�将来の人手不足への
備え

８２ ８１ ８３ ８３ ８５ ６０ ８２ ７７ ８８ ９０ ７０ １００ ８５
（７７）（７２）（５６）（７５）（８６）（７０）（７９）（８３）（７２）（８１）（６１）（８０）（８５）

�既存事業の拡大・強化 ４７ ５１ ５０ ５０ ５５ ４０ ４６ ５５ ４４ ４５ ３０ － ４２
（４２）（５１）（５０）（６３）（５７）（３０）（３９）（３５）（５０）（４４）（４３）（１０）（３６）

�売上増加傾向 １６ １６ １７ － ２０ ２０ １６ ２０ １２ １０ １０ － ２３
（２３）（１９）（６）（６３）（１４）（２０）（２４）（２７）（２２）（１５）（３０）（２０）（２７）

�新規事業参入 ６ ３ － － － ２０ ６ ２ ４ ３０ － － ４
（４）（５）（６）（－）（１０）（－）（３）（１）（６）（４）（－）（１０）（３）

�その他 ５ １１ － １７ １０ ２０ ４ ５ － ５ １０ － －
（８）（５）（１１）（－）（－）（１０）（８）（６）（６）（１１）（４）（２０）（１２）

※（ ）内は前年実績。

２．今後の雇用方針と来春（２０２１年４月）の新卒採用見通し

〈表６〉増員の理由（複数回答）

（n＝３９２） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�人員を増加する ４６ ３６ ２５ ２７ ５９ ２６ ４９ ７１ ３７ ４３ ３８ １９ ５７
（６３）（４９）（４３）（４０）（６０）（５０）（６８）（８５）（５３）（５３）（７４）（７１）（７０）

�現状維持とする ４７ ５７ ６３ ７３ ３８ ６３ ４４ ２８ ５７ ４６ ６２ ４８ ３７
（３５）（４９）（５７）（５５）（４０）（４０）（３０）（１４）（４３）（４３）（２６）（２９）（３０）

	人員を削減する ７ ７ １３ － ３ １１ ７ １ ６ １１ － ３３ ７
（２）（３）（－）（５）（－）（１０）（２）（１）（３）（４）（－）（－）（－）

雇用方針DI�－� ３９ ３０ １３ ２７ ５６ １６ ４２ ７０ ３１ ３３ ３８ △１４ ５０

前年同時期 雇用方針DI ６１ ４６ ４３ ３５ ６０ ４０ ６７ ８３ ５０ ４９ ７４ ７１ ７０
※（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

〈表４〉今後の雇用方針

（n＝１７３） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�正社員 ９７ ９７ １００ １００ １００ ８０ ９７ １００ ９６ ９５ ７８ １００ １００
（９６）（９５）（８２）（１００）（１００）（１００）（９７）（１００）（９７）（９３）（１００）（８０）（９７）

�パート・アルバイト １８ ２２ ４３ － １１ ６０ １７ ９ １７ ３５ ２２ ３３ １５
（２８）（３９）（８２）（１３）（１９）（３０）（２４）（１３）（１０）（４１）（２４）（６０）（３６）

	派遣社員 ６ １４ １４ － ５ ６０ ４ ６ ４ ５ １１ － －
（５）（９）（６）（１３）（５）（２０）（４）（１）（３）（－）（５）（１０）（１２）

※（ ）内は前年実績。

〈表５〉増員分の雇用形態（複数回答）
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３．新型コロナウイルスの雇用への影響と対策

〈図４〉新型コロナウイルスの影響による従業員の過不足感変化と対策（全産業）

（n＝３８８） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 採 用 す る ４０ ３８ ２５ ２７ ５８ ３７ ４１ ５４ ２７ ４２ ３０ ２９ ４８

（前年より多く採用）（１４）（１０）（６）（９）（１８）（５）（１６）（２５）（１１）（１８）（１１）（－）（１６）

（前年とほぼ同数）（２１）（２５）（１６）（１８）（３６）（２６）（１９）（２７）（１５）（１８）（７）（１９）（２０）

（前年より少なく採用）（５）（３）（３）（－）（３）（５）（６）（３）（２）（７）（１１）（１０）（１１）

� 採 用 し な い ３８ ４５ ５３ ５９ ３０ ４２ ３５ １１ ５６ ３１ ５６ ４３ ３２

� 未 定 ２２ １７ ２２ １４ １２ ２１ ２４ ３４ １７ ２７ １５ ２９ ２０

前年同時期「採用する」 ４３ ３８ ３３ ３０ ４８ ４０ ４５ ５５ ３６ ４３ ３９ ５４ ４５

※四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

〈表７〉来春（２０２１年４月）の新卒採用見通し

（n＝３５９） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 過不足感に変化あり ４１ ４３ ６０ ４８ ２９ ３１ ４０ ２９ ３９ ３６ ５４ ９５ ３０

� 過 剰 と な っ た ２６ ３６ ４７ ４３ ２３ ３１ ２３ ３ ２３ ２１ ４２ ８９ １９

対

策

①時間外労働の削減 １５ １８ １７ １９ １６ ２５ １４ １ １３ １５ １５ ７４ ９

②雇 用 調 整 １２ １４ １３ ３３ ３ １３ １１ １ ７ １０ ２３ ５８ ５

③一 時 帰 休 ７ １１ ２０ １９ ３ ０ ６ ０ ３ ０ １９ ３２ ５

④他社への出向 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５ ０

⑤特段対策はなし ５ ８ １０ ０ １０ １３ ４ １ ５ ０ ４ １１ ７

� 不 足 と な っ た １４ ７ １３ ５ ６ ０ １７ ２６ １６ １５ １２ ５ １２

対

策

①中途採用の強化 ６ ２ ７ ０ ０ ０ ７ １２ ８ ８ ０ ０ ５

②時間外労働の増加 ４ ３ ７ ０ ３ ０ ４ ５ ３ ３ ８ ５ ０

③他社からの出向受入 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ４ ０ ０ ０ ０ ０

④特段対策はなし ６ ３ ３ ５ ３ ０ ７ ７ １０ ８ ４ ０ ７

� 過不足感に変化なし ５９ ５７ ４０ ５２ ７１ ６９ ６０ ７１ ６１ ６４ ４６ ５ ７０

※四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

〈表８〉新型コロナウイルスの影響による従業員の過不足感変化と対策（複数回答）

特別調査

― １０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号
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今回の調査では、人手不足感は続いているものの、水準感に急速な緩和がみられました。

コロナ禍の影響を受け、各企業からは先行きの雇用維持への不安や採用への慎重さが聞か

れる一方、技能職不足や技術承継、従業員の高齢化対策など構造的問題への対応の重要性が

聞かれました。また、一部からは人材確保のチャンスとする声もありました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

＜食肉加工業＞ 人員については必要最低限

の人数は確保しているものの、派遣会社に依

頼する割合が増加しており、製造コストが増

加傾向になっている。

＜食料品製造業＞ 技能職１名が不足してい

る。高齢化に伴う後継者教育については技能

職４名体制を考えているが、コロナ禍である

今年は慎重に考えている。

＜水産加工業＞ コロナ禍のため売上が戻ら

ず、人件費をはじめ固定費の削減が課題と

なっている。

＜木製品製造業＞ 当社のものづくりは手作

業が多く、技術の習得には３～６年かかる。

そのため、新規人材を教育する時間が必要で

あり、常に人材を雇用していくことが大事で

ある。

＜木製品製造業＞ コロナにより来年の採用

を取りやめることで、将来の空洞化問題も心

配であるが、現状の雇用維持が最優先であ

る。

＜機械器具製造業＞ 長期的な視点から新卒

採用を継続しており、昨年は大卒内定者すべ

て内定辞退されたが、２０２１年大卒採用は予定

通り２名採用できた。足元では、繁忙により

製造部門で人手不足となっており、アルバイ

ト採用で凌いでいく。例年春にアルバイトの

正社員登用を行っていたが、今年度はコロナ

の影響により先行きが不透明なことから正社

員登用を見送った。

＜機械器具製造業＞ もともと人手不足のと

ころにコロナ禍で仕事が減り、ある意味バラ

ンスが取れた。それでも長期的視点から採用

活動は継続する。

＜金属製品製造業＞ 新卒採用に応募しても

昨年同様動きがない。海外の高度人材活用に

シフトチェンジしようと動き出したところ、

コロナ禍で入国ができない状態となってし

まった。

＜印刷業＞ 現状人手不足感は無いが、これ

以上受注や景気が上向かない場合は雇用につ

いて考える必要が出てくる。一方で、レベル

の高い新卒を採用するチャンスと考えてい

る。

経営のポイント

将来に向けた雇用の継続が重要
〈企業の生の声〉

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号
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５．建設業

６．卸売業

＜肥料製造業＞ 当社製造部門は、危険物資

格、ボイラー資格などの各種資格が必要にな

るが、有資格者の人材は現状集まらない。正

社員として採用後、会社が経費をかけて資格

を取得させる方法をとっている。

＜容器製造業＞ 売上減少による製造部門の

人員の稼働時間が減少しており、スポット的

な休業により対応している。

＜建設業＞ コロナ禍の現時点においては、

工事契約数が減少気味であるものの、将来的

には技術職を増員し事業拡大を目指す。特に

札幌地区での大型案件受注が今後の鍵とな

る。

＜建設業＞ 技術者の高齢化が進んでいる。

今期は高校生を中心に新卒者の採用に力を入

れている。コロナ禍の影響が比較的小さい建

設業は新卒採用を大量に受け入れるチャンス

と考えたい。

＜建設業＞ 全体での人員はほぼ適正と考え

るが、技術者は不足気味である。技術職の人

員により売上高が決まるので、いかに採用し

た技術職を育てるかが課題。資格を取るのに

１０年、一人で現場を張るのに５～１０年を要す

るので、現在は定年を延長して凌いでいる。

＜内装工事業＞ コロナ問題によってITを活

用した業務管理に移行したいが、PCに対応

できる人材が不足している。上記の様なオー

ダーで人材を探しているが、なかなか見つか

らない。

＜住宅建築業＞ 将来の経済・経営状況に対

して不安が増大しているが、年齢バランス・

体制を維持しなければ、これから厳しくなる

状況に対応できない。

＜鋼材卸売業＞ 営業人員の不足あり。しか

し新卒は望めないため、中途採用を考えてい

る。

＜作業用品卸売業＞ 現状、従業員の過不足

は無いが、コロナ禍による勤務形態変化（テ

レワーク・時差出勤併用等）の常態化・長期

化が予想されるため、より余裕を持った業務

運営を行うべく営業・内務社員とも各１名の

中途採用を募集中。

＜食料品卸売業＞ 企業体質においてホワイ

ト化が雇用の第一条件であったように思う

が、今後はさらに、衛生対策やオンライン対

応の充実が企業を選ぶ条件に加わったように

思う。中小企業とは言え、働く環境の整備は

事業存続に不可避である。

＜食料品卸売業＞ 持続化給付金及び雇用調

整助成金等で雇用を維持しているが、新型コ

ロナに対するワクチンが開発されなければ現

状は厳しくなる。

＜自動車部品卸売業＞ 弊社の業務は専門的

知識を要するため、人員は欲しいが戦力とな

る人材に成長するのに時間がかかる。途中で

離職しないようモチベーションを保ちながら

の雇用・育成が必要だと考えている。

経営のポイント

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号
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７．小売業

８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他非製造業

＜事務用品小売業＞ 高年齢化が進んでいる

ため、採用を推進していきたいと思う。

＜自動車販売店＞ 新規・中途を問わず、自

動車整備の応募が少ないため、現状の人員数

の確保が難しくなってきている。

＜燃料小売業＞ コロナ禍の影響による売上

減少や、ワクチン開発の時期・人口減少等先

行きが不透明な状況のなかで、将来の人手不

足への対応や新しい人材の発掘を積極的にで

きない状況である。

＜運輸業＞ 有資格者の確保、工場オペレー

ター員の技能、コスト意識の教育が重要と考

える。

＜都市ホテル＞ 急激な売上減少に伴い人員

余剰の状態となっている。上半期は正社員・

準社員共に、一時帰休を中心に自社繁忙事業

所への派遣、短期の社外出向、委託業務の一

部自営化等で雇用を維持して来た。下半期も

業績不振が充分予想される為、契約社員には

下期以降の要員の見直しを行ったが、正社員

についても検討せざるを得ない状況。荒療治

は短期的な収益改善にはなるが、マンパワー

の質・量低下によって長期的に事業に影響が

出ることを懸念している。

＜観光ホテル＞ 雇用調整助成金に頼り切っ

ている状態。今の売上に対して過剰な従業員

を雇用しているため、政府の支援がなくなっ

た時には、リース先の契約解除や従業員の雇

用調整が避けられないと思う。

＜観光ホテル＞ 新型コロナウイルス感染拡

大防止の取組みにより、１人当たりの労働時

間が長くなっている。慢性的な人手不足によ

り採用を増やしたいが、期待する人材や、職

種の応募はあまりない。全国的に失業者が増

えている状況ながら実感はない。

＜環境コンサルタント＞ ２０２１年大卒理系

（１名）の採用を検討していたが、白紙にし

た。即戦力の増強のため、中途採用を検討

中。

＜建設コンサルタント＞ 人手はやや過剰と

なっているが、若手の比重を増やしてきてい

るため、将来への投資と考えている。年齢構

成的にも、現段階から人材を採用していかな

いと将来年配者ばかりになってしまい、企業

としての活力が維持できなくなるため、今後

も採用活動は続けていく。

＜廃棄物処理業＞ コロナの影響で経済活動

が縮小したことによる廃棄物の減少により一

時的に時間外労働は減少したが、将来に向け

た既存事業の拡大と人員不足に備え、資格取

得済の中途採用者の増加を検討している。

＜クリーニング業＞ 新型コロナウイルスの

影響による稼働減少で人員に過剰感が出てき

た。新型コロナウイルス前の稼働に戻るには

長期間を要することが予想されるため、合理

化を加速しなければならず、結果として人員

減少は避けられない。

＜警備業＞ コロナ禍による労働需給の変化

によるものと思われるが、当社入社希望者が

増加（一時的なものと考えている）している。

経営のポイント

― １３ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号
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― １４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号

１．はじめに

室蘭工業大学地方創生研究開発センター（CRDセンター）は、大学の「知」を活用した地域

産業の活性化への貢献を掲げ、地域支援機関等との連携のもと、様々な取組を展開してまいりま

した。民間機関等と大学とが共同して研究・開発に取り組み、未来に向けての技術力向上に資す

るため国立大学に共同研究センターが発足したのが昭和６２年、翌年本学に地域共同研究開発セン

ターが設置され、現在に至っております。

しかしながら、本学が地域に貢献する

大学として、地域の活性化、新産業の創

出等地域が抱える課題の解決に柔軟かつ

迅速に対応していくためには、教員個人

の力ではなく、大学の組織力をもって産

学官金連携による研究活動をマネジメン

トしていくことが喫緊の課題となってい

ました。また、地域課題解決に柔軟かつ

迅速に対応していくうえでは、地域産業

界・自治体からの相談窓口を一本化して

組織的に課題を把握するとともに、本学

の研究力を調査・分析し、課題解決に結

びつく研究ニーズの把握、分野融合によ

る新たな研究シーズの創出、研究プロ

ジェクトの企画立案を実施していく体

制、さらには、研究プロジェクトを実施

していく上で必要な研究資金を獲得して

いくための体制を整備する必要がありま

した。

そこで、平成３０年４月に「社会連携統

括本部」の産学官連携、知的財産、教育

社会連携の３部門を再編し、産学官金連携と事業化促進支援、知的財産分野を合わせて新たに地

方創生研究開発センターが担い、教育関連分野は地域教育・連携センターが担当する２センター

制に改めました。その後AIラボなど８つのラボからなるクリエイティブコラボレーションセン

ターが加わり、３センター協力のもと社会連携を推進しております。

「室蘭工業大学の社会連携活動について」
－室工大が目指す地域企業との協働－

図１ 社会貢献の考え方と社会連携統括本部組織図

寄稿

室蘭工業大学 地方創生研究開発センター
センター長・教授 吉成 哲
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２．MONOづくりビジョン２０６０

本学は、北海道における理工学系単科大学として、「創造的な科学技術で夢をかたちに」を基

本理念としています。北海道の自然を活かす知識・技術及び情報技術の力を備えた、北海道そし

て世界の産業を担う人材を育成するため、平成３１年度、工学部から理工学部へ学部改組を行いま

した。この度の学部改組を機に、国や北海道が定める計画・戦略の目標の実現に向け、本学がど

のように貢献していくか、その役割を明確にするため、「北海道MONOづくりビジョン２０６０－

『ものづくり』から『価値づくり』へ－」を策定し、本学の研究戦略の基礎としています。本ビ

ジョン策定に当たっては、北海道をはじめと

する産業界・経済界・学会などの有識者で構

成する賢人会議（議長：元北海道大学総長

丹保憲仁）を設置し、幅広い観点から議論い

ただきながら策定を進めました。大きな変革

の波は、経済循環も科学技術も約４０年から５０

年周期であることから、本ビジョンでは、４０

年後、すなわち２０６０年の北海道の姿を本学の

研究者が描き、これを本学の理念である科学

技術でかたちにしたい「夢」としようと考え

ました。これは、シンクタンクなどによる未

来予想とは異なる視点をもった技術屋が考え

る将来像です。また、２０６０年ごろは石油に代

表される化石燃料が「限りある資源である」

ことが確実に認識され、そのための対策が行

われている時代であるとも考えています。

北海道を「世界水準の価値創造空間」へ

技術屋が描く２０６０年の世界の姿のもと、北海道総合開発計画に掲げられた「北海道を世界水準

の価値創造空間とする」という目標を達成するために次の６つの項目を設定しています。

� 北海道をメトロポリスと基礎生活圏域からなる新しい自律分散型地域構造とする

� 北海道を付加価値の高い素材の世界への供給基地とする

� 北海道を高品質・高機能食素材の世界への供給基地とする

� 北海道内で物質とエネルギーの自立化とID化を目指す

� 北海道を宇宙にむけた基地とする

� 北海道を大いなるテストフィールドとする

クリエイティブコラボレーションセンター

ビジョンの実現に向け、「情報化されたMONOづくり」をキーワードに、現在、クリエイティ

図２ MONOづくりビジョン２０６０HP
https : //www.muroran-it.ac.jp/mono_vision/

ｏ．２９３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１４～０２０　寄稿（吉成）  2020.11.12 14.06.14  Page 15 



寄稿

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号

図３ 家畜保健衛生所入口での消石灰粉末散布

ブコラボレーションセンターでは、本学を代表する８つのラボ、「地域協働AIラボ」、「先端ネッ

トワークシステムラボ」、「北海道マテリオームラボ」、「スーパーマルチキャスティングアロイラ

ボ」、「アーバンインフォマティックスラボ」、「構造物減災リサーチラボ」、「自然災害・防災技術

リサーチラボ」、「災害廃棄物リサーチラボ」が活動しており、地方創生研究開発センターもソ

リューションを担うラボ群と連携したリエゾン活動を行っています。

３．室工大発ベンチャー

本学は、令和２年３月１６日付けで株式会社コアラボ（以下、「コアラボ」）を「室工大発ベン

チャー」として認定しました。

カルシウムマテリオーム関連の活動として、室工大発ベンチャー称号の付与に至る経緯につい

て紹介します。

【背景】

家畜伝染病予防法では、口蹄疫や高病原性鳥

インフルエンザなど２８種の伝染性疾病を「家畜

伝染病」と定めています。日本は、家畜伝染病

の発生国に囲まれ、その脅威にさらされている

だけでなく、これまで幾度となくその被害に見

舞われています。例えば、平成２２年の口蹄疫、

平成２９年の北海道での高原性鳥インフルエンザ

発生は記憶に新しいことと思います。そして、

平成３０年９月には日本では２６年ぶりに豚熱（旧

名称：豚コレラ）が発生し、令和２年９月時点

で９県（野生いのししからの陽性事例は１８都府

県）にまで感染が拡大しました。ひとたび家畜伝染病などの伝染性疾病が発生すると、移動制限

や殺処分などの厳しい対策を講じる必要があり、地域経済のみならず、日本の食の安全が脅かさ

れ、さらには家畜伝染病の非清浄国として日本の国際的な信用を失う恐れがあります。したがっ

て、畜産物の安定生産と安定供給の維持は、畜産農家（＝生産者）、流通・加工業者、および消

費者にとってその経済活動に直結する課題と言えます。

北海道は生乳生産量が全国の約５０％、肉用牛頭数が約２０％など、全国一の酪農畜産王国です。

同時に、北海道における１年間の総観光消費額は約１兆４千億円と（北海道経済部環境局まと

め、平成２９年）全国一の観光王国でもあります。伝染病発生のリスク低減に関して、北海道で

は、平成２２年５月に「北海道口蹄疫侵入防止対策本部」を設置、同年６月には約３億５千万円の

補正予算を成立させ、道内空港・港湾における消毒体制の整備や農家段階での消毒など様々な侵

入防止対策を実施してきました。こうした取組からも分かるとおり、北海道は「安全で良質な酪

農畜産物の安定供給に責任を有する地域」なのです。

さて、家畜伝染病の発生リスクを限りなくゼロにするには、風邪予防のための手洗いうがいと
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図４ 実証試験研究による成果

同じように、平時からの「発生の予防」が、最善の策です。空港や港では消毒マット等による水

際対策が講じられていますが、防疫の基本は、やはり「農場防疫」にあります。現在、農場では

家畜伝染病の予防、まん延の防止のために、液状消毒の他に、固体の消石灰（水酸化カルシウム

粉体）を散布する、いわゆる待ち受け消毒が行われています。具体的には、消石灰粉末を農場や

畜産関連施設の入口、畜舎周辺、畜舎内等に散布し、そこに出入りする車両のタイヤや、人間の

靴底、野生動物の足を消毒します。これは、家畜伝染病の発生原因となるウイルス等が「消石灰

のもつ水に触れると強いアルカリ性を示す作用」により死滅するからです。しかしながら、消石

灰は大気中の二酸化炭素と反応して消毒効果のない炭酸カルシウムに変化しますが、どちらも白

い粉であるため、その変化を見た目で判断できません（消毒効力が無いまま使用を続けてしまう

可能性がある）。また、消石灰は水に溶けると強アルカリ性を示すため、飛散して目や気管支に

入ったり、皮膚に付着したりすることで、人や動物に害を及ぼすという課題がありました。

【研究課題】

そこで、本学では地域企業と共同で、上記課題

を克服し、消毒効果が可視化され、より使いやす

い多機能粒状消石灰の開発に取り組みました。平

成２６、２７年に室蘭テクノセンター、平成２７年に

ノーステック財団の補助を受け、基盤となる２つ

の特許を出願しました。それをベースに、多機能

粒状消石灰の実用化へ向けた大規模実証試験を行

うべく、平成２９年度農林水産業・食品産業科学技

術研究推進事業に応募し、採択されました（平成

３０年度より、農研機構生研支援センターイノベー

ション創出強化研究推進事業へ引継ぎ）。この大

規模実証試験の中で、使用者（農家、家畜保健衛

生所指導員など）の意見をフィードバックしなが

ら、�飛散しにくく、�効力が数倍長持ちし、�
効力が見える、多機能粒状消石灰の開発に成功

し、また可視化に関する特許を新たに出願しております。

【事業名】

課題名「口蹄疫・鳥インフルエンザ等家畜伝染病防疫のための多機能粒状消石灰の実用化」（研究

総括者：山中真也）

共同研究機関：ティ・イー・シー株式会社、株式会社コア

普及・実用化支援組織：北海道白糠町経済課農政係、宮崎県家畜防疫対策課

コンソーシアムURL：http : //www.h-nmr.net/
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図５ 可視化剤開発品イメージ

利用できる企業 利用限度期間

①室工大発ベンチャーの称号を受けた企業 称号を授与した日から起算して５年

②包括連携協定に基づく共同研究契約を締結している企業 共同研究契約書に定める研究期間

③共同研究契約を締結している企業のうち学長が認めた企業 共同研究契約書に定める研究期間

【事業成果を活用したベンチャー企業設立】

以上の事業により開発した製品を普及し、家畜伝染病予

防に貢献するため、「株式会社コアラボ」を令和元年１２月

２４日に設立（代表取締役：中野浩幸）、令和２年３月１６日

付けで「室工大発ベンチャー」として認定されました。コ

アラボは、本学 山中真也准教授、上井幸司准教授、徳樂

清孝准教授らの研究グループが取得した研究成果を活用

し、現場で使用されている待ち受け消毒用の消石灰の効力

を「可視化」する薬剤の製造及び販売等を行う企業とし

て、消石灰散布による伝染性疾病の予防徹底に貢献するこ

とを目指しています。

４．アライアンスラボ

本学の研究成果の事業化支援、企業との共同研究を促進するため、企業の研究開発室として地

方創生研究開発センターの部屋（アライアンスラボ）を有償で貸付する制度です。

現在、株式会社コアラボのほか、超音波、高周波、レーザの波動エネルギーを応用した溶着溶

断装置等を手掛ける精電舎電子工業株式会社（本社 東京）などが入居しています。ご利用の希

望がありましたら、是非お問い合わせください。

貸付部屋：２０㎡～６８㎡の部屋有

貸付料：年額１４，２００円／㎡

※別途、光熱水料の実費相当額を負担していただきます。

※インターネットを使用する場合は、個別に回線業者との契約が必要となります。

※地方創生研究開発センター玄関のカードキーを貸与します。
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図７ 研究シーズや知見の活用制度

５．研究シーズや研究者知見の活用法

地方創生研究開発センターでは、本学にて創出された研究シーズを地域企業や社会の多くの皆

様にお知らせし、共同研究や技術相談等の参考にしていただくことを目的に、研究シーズ集を刊

行しております。本学教員の研究内容などについて平明に記したものであり、内容と対応する８

つの研究カテゴリーを見出しとして記載しています。図７に示す冊子版のほか、ホームページに

も同内容を掲載しており、キーワードによる全文検索も可能ですので、是非一度ご覧ください。

https : //www.muroran-it.ac.jp/crd/

図６ 地方創生研究開発センターおよびアライアンスラボの一例
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図８ CRDセンター研究協力会

各種制度のうち、特徴的な２つの制度についてご紹介させていただきます。本学との連携の

きっかけとなれば幸いです。

「学術指導制度」

企業等からの委託を受けて、本学の教員（以下「学術指導者」という。）が専門知識に基づき

指導及び助言を行うことにより、委託者の業務や活動を支援するものです。既存の共同研究制度

等では実施困難であった技術指導やコンサルティング等について、従来の兼業のように勤務時間

外ではなく、大学の本務として勤務時間内に実施するものです。学内の分析機器利用は、所定の

料金を戴きます。例えば、以下のような場合など柔軟な利用が可能です。

・生産技術なので、共同研究のテーマにならない

・工程を微変更したら解決したが、正しいか不安

・様々トライしてみたが、全く糸口が見つからない

・解決するための技術情報を提供してほしい

「プレ共同研究」

本学教員と共同研究を実施する前準備や予備検証を行うための、１年間の事前研究制度です。

貴社の研究パートナーとなる本学教員に対して研究資金３０万円を上限に支給します。例えば、こ

んな課題がある場合にも活用可能です。

・悩みや課題はあるが、研究になるか分からない、もしくは具体的な解決方法が分からない

・パートナーとなる教員に心当たりがない

室蘭工業大学地方創生研究開発センター研究協力会

学外から室蘭工業大学の支援を行う目的で、平成５年に

発足した研究協力会は、室蘭、札幌等の道内企業を中心

に、道外企業も加え、現在７４社の企業と支援機関による会

員を擁しております。その寄附金によって前述のプレ共同

研究や、講演会開催など各種事業を推進しています。

６．おわりに

昨今、新型コロナウイルスの影響により、先行き不透明な状況が続いており、経済や雇用への

影響が心配されております。こうした状況のなか、北海道の将来に貢献するために描いた２０６０年

を見据えたビジョンを拠り所としつつ、ウィズコロナ、ポストコロナを踏まえ、これまで以上に

本学と地域・産業とをつなぐ活動の強化を図り、本学の「知」が各分野で活用されるよう尽力す

る所存でございます。引き続き、ご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．５ △５．８ ９９．９ △３．８ ９１．９ △６．４ ９８．９ △３．６ １０８．３ ７．０ １０１．８ ２．９

２０１９年７～９月 ９３．６ △２．８ １０１．７ △１．１ ９２．９ △３．０ １０１．３ △０．１ １０７．１ １．９ １０３．３ △１．１
１０～１２月 ９１．３ △２．５ ９８．０ △３．６ ９１．３ △１．７ ９７．３ △３．９ １０６．９ △０．２ １０４．０ ０．７

２０２０年１～３月 ８９．０ △２．５ ９８．４ ０．４ ８７．７ △３．９ ９６．７ △０．６ １１３．０ ５．７ １０６．４ ２．３
４～６月 ８０．１ △１０．０ ８１．８ △１６．９ ７８．５ △１０．５ ８０．５ △１６．８ １１５．１ １．９ １００．８ △５．３
７～９月 p７７．６ △３．１ ８８．９ ８．７ p７７．４ △１．４ ８７．８ ９．１ p１０３．６ △１０．０ ９７．５ △３．３

２０１９年 ９月 ９２．８ △０．７ １０２．４ １．９ ９２．１ △０．５ １０１．８ １．８ １０７．１ ４．４ １０３．３ △０．９
１０月 ９０．３ △２．７ ９８．３ △４．０ ９１．６ △０．５ ９８．２ △３．５ １０５．６ △１．４ １０４．１ ０．８
１１月 ９２．８ ２．８ ９７．７ △０．６ ９２．１ ０．５ ９６．８ △１．４ １０５．９ ０．３ １０３．６ △０．５
１２月 ９０．９ △２．０ ９７．９ ０．２ ９０．１ △２．２ ９７．０ ０．２ １０６．９ ０．９ １０４．０ ０．４

２０２０年 １月 ８９．７ △１．３ ９９．８ １．９ ８９．２ △１．０ ９７．９ ０．９ １０５．７ △１．１ １０６．２ ２．１
２月 ９０．０ ０．３ ９９．５ △０．３ ８８．３ △１．０ ９８．９ １．０ １０８．８ ２．９ １０４．４ △１．７
３月 ８７．２ △３．１ ９５．８ △３．７ ８５．５ △３．２ ９３．２ △５．８ １１３．０ ３．９ １０６．４ １．９
４月 ８３．１ △４．７ ８６．４ △９．８ ８０．５ △５．８ ８４．３ △９．５ １１３．９ ０．８ １０６．１ △０．３
５月 ７８．４ △５．７ ７８．７ △８．９ ７７．５ △３．７ ７６．８ △８．９ １１３．４ △０．４ １０３．３ △２．６
６月 ７８．７ ０．４ ８０．２ １．９ ７７．４ △０．１ ８０．５ ４．８ １１５．１ １．５ １００．８ △２．４
７月 ７８．１ △０．８ ８７．２ ８．７ ７７．２ △０．３ ８５．８ ６．６ １１４．０ △１．０ ９９．３ △１．５
８月 r ７６．９ △１．５ ８８．１ １．０ r ７７．３ ０．１ ８７．１ １．５ r１０７．９ △５．４ ９８．０ △１．３
９月 p７７．８ １．２ ９１．５ ３．９ p７７．６ ０．４ ９０．５ ３．９ p１０３．６ △４．０ ９７．５ △０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，５０１△１．４ １９３，４２８△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２３ △５．６ ７７０，２１１ ０．１ １３３，００５ ０．２

２０１９年７～９月 ２４０，１１８ １．８ ４８，８６０ ２．０ ４８，２６７ ５．２ １５，６１４ ６．０ １９１，８５１ ０．９ ３３，２４７ ０．３
１０～１２月 ２５２，４０６△３．５ ５０，９２０△４．１ ５３，１２９ △７．６ １６，７７７ △８．６ １９９，２７６ △２．３ ３４，１４２ △１．８

２０２０年１～３月 ２３１，９２４△４．０ ４６，６７２△３．５ ３９，８５６ △２２．０ １３，０５９ △１６．４ １９２，０６８ ０．８ ３３，６１３ ２．５
４～６月 ２２８，６４９△６．６ ４４，７６８△１１．４ ２１，５９１ △５２．１ ７，３９８ △５０．６ ２０７，０５８ ３．６ ３７，３７０ ５．１
７～９月 ２４２，７０２△４．１ ４９，４８０△５．８ ３６，１４３ △２５．１ １１，６５３ △２５．４ ２０６，５５９ ０．８ ３７，８２７ ２．４

２０１９年 ９月 ８１，２６６ ９．０ １６，７２１ １０．５ １７，４３１ ２６．５ ５，６１９ ２２．２ ６３，８３５ ５．０ １１，１０１ ５．４
１０月 ７２，２６０△６．３ １４，５７２△８．１ １３，９０６ △１４．４ ４，２６９ △１７．２ ５８，３５４ △４．１ １０，３０３ △３．７
１１月 ７８，２０４△２．２ １６，１１３△２．０ １６，４７７ △６．５ ５，４５３ △５．８ ６１，７２７ △１．０ １０，６６０ ０．１
１２月 １０１，９４２△２．３ ２０，２３４△２．８ ２２，７４６ △３．８ ７，０５５ △４．７ ７９，１９６ △１．９ １３，１７９ △１．８

２０２０年 １月 ８０，９９２△０．６ １６，０６４△１．６ １７，６４３ △２．４ ５，２１１ △３．３ ６３，３５０ △０．１ １０，８５３ △０．８
２月 ７２，５８０△２．２ １４，３８９ ０．３ １２，１４０ △２２．０ ４，０６０ △１１．８ ６０，４３９ ３．１ １０，３２９ ６．０
３月 ７８，３５２△８．９ １６，２１９△８．８ １０，０７３ △４２．４ ３，７８８ △３２．６ ６８，２７９ △０．３ １２，４３１ ２．６
４月 ７２，４６６△１０．２ １３，４５０△１８．６ ５，５６５ △６１．９ １，３９７ △７１．５ ６６，９０１ １．１ １２，０５３ ３．７
５月 ７４，００２△９．２ １４，５２９△１３．６ ３，７３８ △７５．０ １，７４４ △６４．１ ７０，２６４ ５．４ １２，７８５ ６．７
６月 ８２，１８１△０．４ １６，７８９△２．３ １２，２８８ △２０．６ ４，２５７ △１８．５ ６９，８９３ ４．３ １２，５３２ ４．８
７月 ８２，０２１△１．１ １６，９１８△３．２ １２，７２６ △２０．０ ４，３４３ △１９．８ ６９，２９５ ３．４ １２，５７５ ４．５
８月 ８３，０９３△１．８ １６，８８２△１．２ １１，４１６ △２３．５ ３，６０２ △２１．３ ７１，６７７ ２．７ １３，２８０ ５．６
９月 ７７，５８８△９．５ １５，６８０△１２．８ １２，００１ △３１．２ ３，７０８ △３４．０ ６５，５８８ △３．８ １１，９７２ △３．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号

ｏ．２９３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２１～０２５　主要経済指標  2020.11.19 16.54.50  Page 21 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１３ ２．３ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７

２０１９年７～９月 ４４，９３８ ２３．８ １３，３１６ １６．８ ７２，３５１ ６．９ １８，１２８ ９．７ ３５，６３４ ２．９ ８，６３６ ４．６
１０～１２月 ３４，１９２△１１．５ １０，３２２△１０．３ ７０，１５２ ６．４ １７，０８２ ２．７ ３４，２１１ △７．６ ８，３８４ △４．４

２０２０年１～３月 ３６，６７１△３．９ １０，９８２△２．３ ７２，５９２ ７．８ １７，８４４ １０．８ ２５，９２２ ２．２ ７，３９７ ３．７
４～６月 ３６，４４２ ９．５ １１，５９７ ９．１ ７１，０９２ ３．９ １８，３７８ ７．８ ４０，９２９ ８．７ ９，５１７ １０．７
７～９月 ３８，２８３△１４．８ １２，７４８△４．６ ７２，６６１ ０．４ １８，４６６ １．９ ３５，５９４ △０．１ ８，９７８ ４．０

２０１９年 ９月 １８，４０３ ５３．３ ５，１５４ ５２．４ ２４，８３０ １１．８ ６，３７０ ２１．８ １２，５５０ ６．７ ３，０４５ １７．５
１０月 ８，８２１△１８．６ ２，６５９△１４．２ ２４，９５６ １５．４ ５，４２０ ０．２ １０，２７３ △１０．９ ２，５５０ △７．１
１１月 １０，５９９△７．８ ３，１８５△５．５ ２１，６０６ △０．４ ５，４６７ ３．４ １１，０９３ △５．０ ２，６２９ △２．１
１２月 １４，７７２△９．４ ４，４７８△１１．２ ２３，５９０ ４．３ ６，１９５ ４．４ １２，８４５ △７．０ ３，２０５ △４．２

２０２０年 １月 １３，４３２ ２．９ ３，８５１△０．３ ２４，４７５ １．７ ５，６８３ ６．３ ８，１８８ △１．１ ２，３２６ △１．５
２月 １０，２５１ ０．４ ３，２４５ ５．２ ２４，５３４ ９．１ ６，０６４ １９．１ ７，９１８ ５．４ ２，３４７ ９．７
３月 １２，９８８△１２．７ ３，８８５△９．５ ２３，５８３ １３．３ ６，０９７ ７．６ ９，８１６ ２．６ ２，７２３ ３．５
４月 ９，９６９△６．７ ３，０７３△９．０ ２３，１６８ ３．２ ６，１８４ １０．８ １２，２６７ ０．８ ２，９８６ ４．１
５月 １１，３６３ ３．８ ３，７９５ ８．８ ２３，１４３ ３．４ ６，０７０ ６．４ １４，９７０ ８．４ ３，３８２ １１．２
６月 １５，１１０ ２９．９ ４，７２９ ２５．６ ２４，７８１ ５．１ ６，１２４ ６．４ １３，６９２ １７．５ ３，１４８ １７．３
７月 １２，８４５ ４．１ ４，５５４ １２．１ ２４，２４４ ４．２ ６，２０３ ５．５ １２，９７２ １４．１ ３，０１３ １０．６
８月 １３，２５０△６．６ ４，５２３ ９．５ ２４，５７７ １．３ ６，４１６ ９．１ １２，１３４ ３．６ ３，２２３ １２．５
９月 １２，１８８△３３．８ ３，６７１△２９．０ ２３，８４０ △４．０ ５，８４７ △８．２ １０，４８８ △１６．４ ２，７４２ △９．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９

２０１９年７～９月 １５５，６６４ １．４ ３１，９１２ ０．１ ２６７，４７６ ９．１ ２９４，９８７ ４．５ ４，１７３ ８．４ ４４０ △６．０
１０～１２月 １４７，４７０ ２．５ ３０，８８５ ２．０ ２８７，３１７ ６．３ ２９３，２７２ △２．３ ３，３３７ ２．６ ４１３ △７．４

２０２０年１～３月 １３４，７５５△０．１ ２８，５９９△０．３ ２６３，５１１ １．５ ２８３，７０７ △２．９ ２，３１４ △２６．１ ２８８ △４９．１
４～６月 １３６，６３６△５．５ ２７，７８１△８．５ ２５５，９４２ △６．５ ２６４，５４６ △９．７ ５０９ △８５．２ ０ △１００．０
７～９月 １５１，４３７△２．７ ３０，１３６△５．６ ２７４，４９８ ２．６ ２７１，０４０ △８．１ １，５７０ △６２．４ p ０ △１００．０

２０１９年 ９月 ４９，５００ １．２ １０，２０３△０．２ ２８６，７７５ ２１．７ ３００，６０９ １０．８ １，３４３ ３２．０ ９６ ５．４
１０月 ４９，２９９ ４．７ １０，３１４ ３．３ ２８５，４７１ １０．７ ２７９，６７１ △３．７ １，１７７ ４．０ １１２ △６．７
１１月 ４６，９３７ １．７ ９，９３８ ２．３ ２６４，２８４ △０．２ ２７８，７６５ △０．８ １，０８８ ３．３ １０９ △４．９
１２月 ５１，２３４ １．０ １０，６３３ ０．６ ３１２，１９６ ８．３ ３２１，３８０ △２．４ １，０７２ ０．５ １９２ △９．３

２０２０年 １月 ４６，０９８ １．４ ９，７１４ １．６ ２５９，２０７ １．９ ２８７，１７３ △３．１ １，００８ ０．４ １９１ △９．８
２月 ４４，１８２ ３．４ ９，３０８ ３．４ ２５５，２４０ １．９ ２７１，７３５ ０．２ ９２２ △７．５ ９４ △５４．１
３月 ４４，４７５△４．９ ９，５７７△５．４ ２７６，０８６ ０．９ ２９２，２１４ △５．５ ３８４ △６６．０ ３ △９７．９
４月 ４３，５７７△６．５ ８，９１４△１０．７ ２６２，５０３ △６．２ ２６７，９２２ △１１．０ １６４ △８４．２ ０ △１００．０
５月 ４５，６３９△７．２ ９，２７１△９．６ ２４３，２５１ △１０．２ ２５２，０１７ △１６．２ １０５ △９１．２ ０ △１００．０
６月 ４７，４２０△２．７ ９，５９６△５．１ ２６２，０７３ △３．０ ２７３，６９９ △１．１ ２４０ △８０．２ ０ △１００．０
７月 ５０，１２７△４．９ ９，９０８△７．９ ２７３，８８２ ８．２ ２６６，８９７ △７．３ ４３０ △６６．９ ０ △１００．０
８月 ５１，４３４△３．８ １０，３４１△５．６ ２７０，６７３ ３．１ ２７６，３６０ △６．７ ５５３ △６３．９ ０ △１００．０
９月 ４９，８７６ ０．８ ９，８８７△３．１ ２７８，９３９ △２．７ ２６９，８６３ △１０．２ ５８７ △５６．３ p ０ △１００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３

２０１９年７～９月 ９，３６８ △７．４ ２，３３２ △５．４ ６０１ １３．８ １１，２５８ △７．６ ２５，９８９ △２．７
１０～１２月 ７，６３１ △２０．６ ２，２２８ △９．４ ３５１ △２７．２ １０，５３４ △９．６ ２３，８４６ △１．５

２０２０年１～３月 ５，３３２ △２．５ １，９４２ △９．９ ２８０ △５．５ ９，４９７ △５．６ ２７，５８１ △１．０
４～６月 ８，９０８ △１２．３ ２，０３９ △１２．７ ７２０ ３７．６ １０，６２９ △９．４ ２１，５３２ △１９．１
７～９月 ９，３７７ ０．１ ２，０９５ △１０．１ ５４１ △１０．０ ９，８３３ △１２．７ ２２，３３６ △１４．１

２０１９年 ９月 ２，７３９ △１３．１ ７７９ △４．９ １４８ △２４．７ ３，２２３ △２０．０ １０，３５２ ５．１
１０月 ２，６２９ △３１．６ ７７１ △７．４ １７１ ２．５ ３，３８９ △１６．９ ７，２９２ △６．１
１１月 ２，５７３ △１９．１ ７３５ △１２．７ １２１ △１７．３ ３，３４８ △９．７ ８，１５３ ５．３
１２月 ２，４２９ △６．０ ７２２ △７．９ ５９ △６５．１ ３，７９７ △１．６ ８，４０２ △３．５

２０２０年 １月 １，２４１ △１５．３ ６０３ △１０．１ ３８ △５９．６ ２，６３６ △２７．２ ６，６７５ △０．３
２月 １，７３９ １１．４ ６３１ △１２．３ ７２ △２３．０ ３，３９５ △２．２ ７，３４３ △２．４
３月 ２，３５２ △３．７ ７０７ △７．６ １７０ ５６．７ ３，４６６ １６．８ １３，５６３ △０．７
４月 ２，９５０ △１０．９ ６９２ △１２．９ ２５２ １１．９ ３，５１４ △１０．８ ７，３２８ △１７．７
５月 ２，８０４ △５．９ ６３７ △１２．３ ２６３ ９７．９ ３，７９４ ４．４ ６，３８４ △１６．３
６月 ３，１５４ △１８．４ ７１１ △１２．８ ２０６ ２４．１ ３，３２１ △２０．１ ７，８２０ △２２．５
７月 ２，８６８ △１６．７ ７０２ △１１．４ ３０４ １１．０ ３，２７７ △２５．８ ６，９１１ △１６．２
８月 ３，７５６ １７．９ ６９１ △９．１ １２８ △２８．３ ３，２６２ △９．９ ６，２６５ △１５．２
９月 ２，７５３ ０．５ ７０２ △９．９ １０８ △２７．１ ３，２９４ ２．２ ９，１６０ △１１．５

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４

２０１９年７～９月 ４８，０８１ ５．７ １６，６５６ ７．５ １６，０４１ １．９ １５，３８４ ８．１ １，１５５，４５７ ７．５
１０～１２月 ３１，１７１ △１６．６ １１，０６２ △１５．９ １０，２３５ △１７．１ ９，８７４ △１７．０ ８５９，９３２ △１６．０

２０２０年１～３月 ４４，２６７ △１０．０ １５，２２６ △１４．８ １４，７２０ △３．１ １４，３２１ △１１．０ １，１４８，４５４ △１０．０
４～６月 ３２，０９１ △３１．８ ９，９６７ △３７．６ １２，６５６ △２４．８ ９，４６８ △３３．７ ６７７，５２８ △３２．９
７～９月 ４１，６１４ △１３．５ １３，７３０ △１７．６ １３，４７６ △１６．０ １４，４０８ △６．３ ９９２，８６８ △１４．１

２０１９年 ９月 １８，６０５ １９．５ ６，６１３ ２１．９ ５，６７３ １７．２ ６，３１９ １９．２ ４５８，８５６ １３．６
１０月 １０，０１３ △２６．８ ３，４２６ △２５．３ ３，１２９ △３０．７ ３，４５８ △２４．５ ２５９，９１９ △２５．１
１１月 １１，３８３ △１１．２ ３，７５４ △２０．７ ３，９７６ △７．６ ３，６５３ △３．５ ３１５，７３５ △１１．６
１２月 ９，７７５ △１０．２ ３，８８２ １．４ ３，１３０ △１１．３ ２，７６３ △２１．７ ２８４，２７８ △１１．１

２０２０年 １月 １０，２９８ △９．０ ３，４６０ △１０．３ ３，３１９ △５．７ ３，５１９ △１０．７ ３０１，１９５ △１２．１
２月 １２，６０８ △９．１ ４，２０４ △１４．８ ４，２３６ １．９ ４，１６８ △１３．０ ３６２，０５２ △９．８
３月 ２１，３６１ △１０．９ ７，５６２ △１６．８ ７，１６５ △４．６ ６，６３４ △１０．０ ４８５，２０７ △８．９
４月 １１，１２４ △２８．９ ２，９３７ △４１．７ ５，００７ △１５．６ ３，１８０ △３２．１ ２１９，２３１ △３０．４
５月 ８，１４２ △４３．７ ２，６９７ △４４．８ ３，３１２ △３０．８ ２，１３３ △５５．６ １７４，４０４ △４６．７
６月 １２，８２５ △２４．４ ４，３３３ △２８．３ ４，３３７ △２９．１ ４，１５５ △１３．３ ２８３，８９３ △２２．６
７月 １４，５７２ △１２．３ ４，９００ △１２．９ ４，７８３ △２４．１ ４，８８９ ４．３ ３３０，７７１ △１２．８
８月 １１，６０３ △９．８ ３，５３４ △２０．０ ４，１２５ １．４ ３，９４４ △９．９ ２７１，２５０ △１４．５
９月 １５，４３９ △１７．０ ５，２９６ △１９．９ ４，５６８ △１９．５ ５，５７５ △１１．８ ３９０，８４７ △１４．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４

２０１９年７～９月 ２６０，９０５ ３１．９ ４０，３３６ １２．２ １．２３ １．４３ ３３，５４２ ２．７ ８４７，８３３ △０．７ ２．１ ２．３
１０～１２月 ９８，０４８ １１．１ ３０，６２９ ４．４ １．２８ １．４９ ３０，９３５ △１．８ ８３３，５７２ △１．９ ２．４ ２．２

２０２０年１～３月 １２９，１８９ △４．０ ２８，２７９ ７．１ １．１４ １．３７ ３０，２４９ △１２．１ ７８２，５３１ △１３．２ ２．５ ２．４
４～６月 ５１９，４７９ １１．０ ５２，７３０ ３．４ ０．９４ １．０４ ２６，７７７ △２０．４ ６２４，２０２ △２６．２ ３．３ ２．８
７～９月 ２４１，２０２ △７．６ ４３，３７３ ７．５ ０．９５ ０．９６ ２７，０５４ △１９．３ ６４５，０７０ △２３．９ ２．７ ３．０

２０１９年 ９月 ５０，２６０ １８．４ １２，７５１ ４．６ １．２６ １．４５ ３２，８２６ ５．４ ８２７，８０６ △０．６ ↓ ２．４
１０月 ５４，４９７ １８．６ １３，４８０ ５．１ １．２７ １．４５ ３６，７０３ △０．１ ９２０，１０３ △２．６ ↑ ２．４
１１月 ２９，７３４ １０．９ ９，１１０ １１．３ １．２８ １．４８ ２９，１１６ △７．０ ８０１，７４２ △５．８ ２．４ ２．２
１２月 １３，８１６ △１０．８ ８，０３８ △３．６ １．２８ １．５３ ２６，９８７ １．８ ７７８，８７２ ３．３ ↓ ２．１

２０２０年 １月 １０，５６５ １４．５ ６，４１５ ９．６ １．１８ １．４４ ３０，３３０ △１２．２ ７９２，８６５ △１５．１ ↑ ２．３
２月 １９，２７４ ２７．８ ６，９９４ △５．４ １．１６ １．３８ ３０，３４７ △１１．３ ８０１，３５８ △１２．８ ２．５ ２．３
３月 ９９，３４８ △９．９ １４，８７０ １２．９ １．０９ １．３０ ３０，０７１ △１２．７ ７５３，３６９ △１１．４ ↓ ２．６
４月 ２１０，４０６ ３３．７ ２３，０５４ ３．２ ０．９７ １．１３ ２７，９３６ △２２．３ ６０４，３８２ △３０．４ ↑ ２．８
５月 １４４，８３５ △１５．７ １３，２９１ △６．４ ０．９３ １．０２ ２５，０５６ △２３．３ ５８２，６７８ △３０．７ ３．３ ２．９
６月 １６４，２３７ １８．２ １６，３８６ １３．２ ０．９３ ０．９７ ２７，３３９ △１５．３ ６８５，５４７ △１７．２ ↓ ２．８
７月 １１１，３２８ △１８．６ １５，４３２ △４．１ ０．９５ ０．９７ ２７，５５７ △２３．６ ６４０，９０６ △２７．７ ↑ ２．９
８月 ７３，００４ △１．２ １３，００９ １３．２ ０．９４ ０．９５ ２５，３３４ △２０．２ ６０７，５７７ △２６．７ ２．７ ３．０
９月 ５６，８６８ １３．１ １４，９３２ １７．１ ０．９５ ０．９５ ２８，２７２ △１３．９ ６８６，７２７ △１７．０ ↓ ３．０

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １０３．１ ０．８ １０１．８ ０．６ ２０８ △７．１ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７

２０１９年７～９月 １０２．８ ０．５ １０１．６ ０．５ ４７ △１１．３ ２，１８２ ８．２ １０７．３０ ２１，７５６
１０～１２月 １０３．６ ０．７ １０２．１ ０．６ ４４ △１３．７ ２，２１１ ６．８ １０８．７２ ２３，６５７

２０２０年１～３月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ ５３ △８．６ ２，１６４ １２．９ １０８．８６ １８，９１７
４～６月 １０２．４ △０．３ １０１．６ △０．１ ５６ △１２．５ １，８３７ △１１．４ １０７．６０ ２２，２８８
７～９月 １０２．１ △０．６ １０１．４ △０．２ ３４ △２７．７ ２，０２１ △７．４ １０６．１９ ２３，１８５

２０１９年 ９月 １０３．０ ０．５ １０１．６ ０．３ １１ △３５．３ ７０２ １３．０ １０７．４１ ２１，７５６
１０月 １０３．４ ０．５ １０２．０ ０．４ １２ △２０．０ ７８０ ６．８ １０８．１２ ２２，９２７
１１月 １０３．６ ０．７ １０２．２ ０．５ １５ △１６．７ ７２７ １．３ １０８．８６ ２３，２９４
１２月 １０３．７ １．１ １０２．２ ０．７ １７ △５．６ ７０４ １３．２ １０９．１８ ２３，６５７

２０２０年 １月 １０３．４ １．３ １０２．０ ０．８ ２１ ３１．３ ７７３ １６．１ １０９．３４ ２３，２０５
２月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ １６ ０．０ ６５１ １０．７ １０９．９６ ２１，１４３
３月 １０３．５ １．１ １０１．９ ０．４ １６ △３８．５ ７４０ １１．８ １０７．２９ １８，９１７
４月 １０２．６ △０．２ １０１．６ △０．２ ２５ ５６．３ ７４３ １５．２ １０７．９３ ２０，１９４
５月 １０２．３ △０．５ １０１．６ △０．２ １０ △５６．５ ３１４ △５４．８ １０７．３１ ２１，８７８
６月 １０２．４ △０．２ １０１．６ ０．０ ２１ △１６．０ ７８０ ６．３ １０７．５６ ２２，２８８
７月 １０２．１ △０．５ １０１．６ ０．０ １２ △２０．０ ７８９ △１．６ １０６．７８ ２１，７１０
８月 １０２．１ △０．５ １０１．３ △０．４ １１ △４７．６ ６６７ △１．６ １０６．０４ ２３，１４０
９月 １０２．２ △０．８ １０１．３ △０．３ １１ ０．０ ５６５ △１９．５ １０５．７４ ２３，１８５

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１２月号

ｏ．２９３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２１～０２５　主要経済指標  2020.11.17 14.37.22  Page 24 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２２２ △３．５ ９８２，７０８ △１３．３ ６７５，４８８ △１０．２
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２１２ １０．８ １，２５３，６６５ ２７．６ ７６８，１０５ １３．７
２０１８年度 ３８４，２５０ ０．８ ８０７，０９９ １．９ １，４３２，８９０ １４．３ ８２３，１９０ ７．２
２０１９年度 ２９８，９４５ △２２．２ ７５８，８０２ △６．０ １，２１６，８６３ △１５．１ ７７１，７１４ △６．３

２０１９年７～９月 ８１，６３７ △１７．９ １９１，５１２ △５．０ ２７２，４８６ △２１．４ １９６，８６３ △４．９
１０～１２月 ７９，４７２ △２２．７ １９５，３１３ △７．８ ３１６，５７８ △２７．１ １９７，６７６ △１１．９

２０２０年１～３月 ６７，８０５ △１６．３ １８１，１０５ △５．５ ２９７，２８５ △１０．９ １８３，１１９ △７．２
４～６月 ４８，８４８ △３０．２ １４２，５４０ △２５．３ １９６，５７３ △４０．５ １６２，９９４ △１６．０
７～９月 ４８，１０１ △４１．１ １６６，５６４ △１３．０ p１５４，８３３ △４３．２ p１５７，１７１ △２０．２

２０１９年 ９月 ２０，６６２ △２７．４ ６３，６９０ △５．２ ７６，２９０ △１２．７ ６４，９８１ △１．４
１０月 ２６，８１３ △２３．９ ６５，７６２ △９．２ ９２，５５２ △２０．１ ６５，６５０ △１４．７
１１月 ２５，７５５ △３０．８ ６３，７９０ △７．９ １０８，１７８ △２１．２ ６４，６７４ △１５．６
１２月 ２６，９０４ △１１．６ ６５，７６１ △６．３ １１５，８４７ △３６．１ ６７，３５２ △４．８

２０２０年 １月 １８，９０９ △２５．７ ５４，３１２ △２．６ １１６，８６８ △４．５ ６７，４６３ △３．５
２月 ２４，９５０ △８．７ ６３，２１３ △１．０ ９４，５０６ △１７．５ ５２，１４７ △１３．９
３月 ２３，９４６ △１５．１ ６３，５８１ △１１．７ ８５，９１１ △１１．１ ６３，５０９ △５．０
４月 １７，７２４ △３５．０ ５２，０６０ △２１．９ ８４，３６１ △３７．３ ６１，３７２ △７．１
５月 １３，９６６ △２３．８ ４１，８５６ △２８．３ ５６，５１１ △５１．３ ５０，２７０ △２６．１
６月 １７，１５８ △２９．８ ４８，６２４ △２６．２ ５５，７０１ △３０．３ ５１，３５３ △１４．４
７月 １５，９８３ △５８．４ ５３，６９２ △１９．２ ４９，５５５ △５０．４ ５３，６２１ △２２．３
８月 １６，０１３ △２８．９ ５２，３３１ △１４．８ r ４８，７４４ △４９．３ r ４９，８８７ △２０．７
９月 １６，１０５ △２２．１ ６０，５４１ △４．９ p ５６，５３４ △２５．９ p ５３，６６３ △１７．４

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９５８ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８５，４７２ ３．０
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９８，３０１ ２．４
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７９ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
２０１９年度 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１

２０１９年７～９月 １６２，６０６ １．２ ７，９０３，５６１ ２．２ １０４，７２６ ２．８ ５，０４９，１５０ １．９
１０～１２月 １６７，３３０ ２．７ ７，９５７，７３６ ２．６ １０６，１５７ ２．５ ５，０９０，７６５ １．８

２０２０年１～３月 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１
４～６月 １７７，８７６ ７．５ ８，５８７，９５７ ９．０ １０９，３０５ ４．８ ５，３３４，８２１ ６．１
７～９月 １７９，３０４ １０．３ ８，６４０，２２５ ９．３ １１０，５０６ ５．５ ５，３２４，６４０ ５．５

２０１９年 ９月 １６２，６０６ １．２ ７，９０３，５６１ ２．２ １０４，７２６ ２．８ ５，０４９，１５０ １．９
１０月 １６４，０９６ ２．７ ７，９３１，７９３ ２．６ １０５，２５８ ２．７ ５，０３７，６９７ ２．１
１１月 １６５，４０８ ２．４ ７，９８４，１０６ ２．８ １０５，６６５ ２．７ ５，０５９，６７４ ２．０
１２月 １６７，３３０ ２．７ ７，９５７，７３６ ２．６ １０６，１５７ ２．５ ５，０９０，７６５ １．８

２０２０年 １月 １６５，２６９ ２．６ ７，９７５，００６ ３．０ １０５，９８３ ２．７ ５，０８３，２９４ ２．２
２月 １６５，９３１ ２．７ ７，９９１，９９１ ３．４ １０５，８８７ ２．２ ５，０８５，９１９ ２．２
３月 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１
４月 １７１，７１２ ３．７ ８，２９１，９９８ ４．７ １０５，０８２ １．６ ５，２３１，７０３ ３．９
５月 １７８，２２１ ８．０ ８，５４７，７９５ ８．０ １０７，３０７ ３．２ ５，３１１，０５７ ６．０
６月 １７７，８７６ ７．５ ８，５８７，９５７ ９．０ １０９，３０５ ４．８ ５，３３４，８２１ ６．１
７月 １７８，３８４ ８．９ ８，５８３，７９０ ９．０ １１０，５５６ ５．７ ５，３３３，６４９ ６．２
８月 １８０，０７５ ８．７ ８，６２８，２６１ ９．７ １１０，９４９ ５．１ ５，３２８，７７４ ６．１
９月 １７９，３０４ １０．３ ８，６４０，２２５ ９．３ １１０，５０６ ５．５ ５，３２４，６４０ ５．５
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●道内経済の動き

●道内企業の雇用の現状と今後の雇用方針等について

●寄稿
「室蘭工業大学の社会連携活動について」
－室工大が目指す地域企業との協働－
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